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平成２３年第３回 

美唄市議会定例会会議録 

平成２３年９月６日（火曜日） 

午前１０時００分 開議 

 

◎議事日程 

 第１ 会議録署名議員の指名 

 第２ 一般質問 

  

◎出席議員（１４名） 

  議 長  内馬場 克 康 君 

  副議長  小 関 勝 教 君 

   １番  倉 本   賢 君 

   ２番  長谷川 吉 春 君 

３番  谷 村 知 重 君 

   ４番  丸 山 文 靖 君 

   ５番  本 郷 幸 治 君 

   ６番  森 川   明 君 

   ７番  吉 岡 文 子 君 

８番  桜 井 龍 雄 君 

９番  金 子 義 彦 君 

  １０番  高 田 正 則 君 

  １１番  五十嵐   聡 君 

  １３番  土 井 敏 興 君 

   

◎出席説明員 

市     長   髙 橋 幹 夫 君 

副  市  長  藤 井 英 昭 君 

（市民部長事務取扱） 

総 務 部 長  伊 藤 敦 史 君 

 保健福祉部長兼福祉事務所長  中 川 直 紀 君 

 商工交流部長  市 川 厚 記 君 

 農 政 部 長  須 田 正 毅 君 

 都市整備部長  山 口 隆 慶 君 

 市立美唄病院事務局長  高 倉 雄 治 君 

 消  防  長  霜 田 公 法 君 

 総務部総務課長  佐 藤   崇 君 

 総 務 部 総 務 課 主 査  平 野 太 一 君 

 

 教 育 委 員 会 委 員 長  白 戸 仁 康 君 

 教育委員会教育長  安 田 昌 彰 君 

 教育委員会教育部長  奥 山 隆 司 君 

 

 選挙管理委員会委員長  後 藤 泰 彦 君 

 選挙管理委員会事務局長  秋 場 勝 義 君 

 

 農業委員会会長  西 川 芳 勝 君 

 農業委員会事務局長  吉 田 寿 幸 君 

 

 監 査 委 員  扇 谷   均 君 

 監査事務局長  鎌 田   覚 君 

 

◎事務局職員出席者 

 事 務 局 長  中 平 匡 司 君 

 次     長  三 上   忠 君 

  

午前１０時００分 開議 

●議長内馬場克康君 これより本日の会議を

開きます。 

 

●議長内馬場克康君 日程の第１、会議録署

名議員を指名いたします。 

１１番 五十嵐聡議員 

１２番 小関勝教議員 

を指名いたします。 

 

●議長内馬場克康君 次に日程の第２、一般

質問に入ります。 
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発言通告により、順次発言を許します。 

９番金子義彦議員。 

●９番金子義彦議員（登壇） 平成２３年第

３回定例会にあたり、大綱３点について市長

にお伺いをいたします。 

大綱１点目は、医療行政についてでありま

す。 

本市において、地域医療のかなめでありま

す市立美唄病院でありますが、平成２０年に

病院経営健全化計画を作成してから３カ年が

経過しています。計画達成目標年の平成２７

年度まで、本年、平成２３年度を除けば残り

４カ年であります。私は新人議員であります

し、過去の状況はすべて把握していませんが、

一市民として、今まで市立病院の状況につい

ては、経営等を含め心配をしている一人でも

ありました。しかし今回、議員として資料な

どを調べて見ますと、健全化計画と経過実績

に大きな開きがある部分が多々ありました。 

市長は今回の選挙公約、また、所信表明の

中でも市立病院に対して多額の累積赤字の解

消を含め、財政健全化に取り組むと述べられ

ています。市民の声や医師会などと連携して

いくことは大切であると思いますが、今まで

の健全化計画に対する実績がどのように検証

され、今後どうするのかを主として協議の課

題を整理していくことが大切ではないかと考

え、以下５点について伺います。 

１つは、経営健全化計画における平成２２

年度の資金不足比率の達成状況の推移につい

て、また、あわせて一般会計からの繰入金に

ついて、計画以外の経営状況も含め伺います。 

２つは、病院事業会計における経常収支の

過去３カ年の計画及び実績値と、入院通院患

者に関わる計画及び実績値について伺います。 

３つは、美唄市地域医療に関する懇談会が

設置されておりますが、今までの検討協議の

経過と協議内容についてお聞かせください。

また、今後の検討の進め方について伺います。 

４つは、経営健全化計画において一般会計

より前倒しして繰り入れすることにより、計

画はどのようになるのか。 

５つは、市立美唄病院の現状の経営状況、

健全化計画による一般会計の投入計画、病院

経営の実態を市民に示し、市民の声を聞くべ

く設問をしっかり検討し、アンケート調査を

早急に実施すべきと考えますが、この部分に

ついて伺います。以上５点について、市長の

見解を伺います。 

大綱２点目は、少子高齢社会における人口

対策についてであります。 

本市において、人口の減少並びに少子高齢

化は非常に大きな問題ととらえているところ

でありますが、かつては３万人を超えていた

人口が、平成１６年より３万人を割り、本年

６月末では２万５，８７５人となり、人口動

態では年間約５００人ほどが減少し、予想を

大きく超える減少が続いています。 

平成２３年３月現在の高齢者人口、６５歳

以上では８，６００人、３３．２％なってお

ります。現在の数値から推計しますと、１０

年後には市民の半分５０％の方が６５歳以上

の高齢者となるわけです。さらに年齢階級別

人口を見ますと、生産年齢人口が減少し、労

働力の減少や地域経済を支える購買層の減少

にもつながり、地域の活力低下が懸念されま

す。また、人口の減少による、子育てに対す

る不安感や負担感が増し、少子化が加速して
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いくことが懸念されます。 

早い段階から積極的に人口減少に歯どめを

かけるべく、雇用、医療、子育て支援、教育

及び移住・定住の支援など、総合的な施策が

必要と考えますが、人口減少歯止め対策の実

施状況について伺います。 

大綱３点目は、農業行政についてでありま

す。 

本市の基幹産業である農業について、振興

支援策等を行っている状況にありますが、既

にご承知のとおり、春先の天候不順によりタ

マネギの定植が大きく遅れ、収穫物への影響

を懸念したところでありますが、収穫作業中

ではありますが、明らかに小径小玉であり、

収量の落ち込みが見込まれます。 

また、転作主要作物である小麦の収穫も終

了し、秋播き小麦につきましては５俵強、春

播き小麦につきましては３俵といった収量と

なっている状況であります。 

本年についても期待を裏切る結果に終わり、

３年連続しての不作となってしまいました。

共済金があっても、農家経済には大きなダメ

ージを受けると思われます。再生産のための

支援が必要と思いますが、考えを伺います。 

また、併せて栽培への技術指導内容の見直

しも含めた指導体制の強化が必要と考えます

が、市長の考えを伺います。 

以上、この場より質問を終わらせていただ

きます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君（登壇）金子議員の質問に

お答えいたします。 

初めに、医療行政について病院経営健全化

計画における資金不足比率の現状と一般会計

からの繰り入れについてでありますが、資金

不足比率の状況といたしましては、平成２１

年度が計画値１１５．８％に対し、実績値１

１３．６％で、２．２ポイントの減少となり、

平成２２年度は計画値１２０．１％に対し、

実績値１２６．９％で６．８ポイントの増加

となったところでございます。 

また、一般会計からの繰り入れにつきまし

ては、病院経営健全化計画に基づき、平成２

１年度は計画どおりの３億９，５５３万３，

０００円、平成２２年度は計画４億９，２８

４万７，０００円に対し、実績６億１，１５

１万９，０００円で、このうち１億０，６０

０万円は、平成２７年度分から前倒しにより

追加で繰り入れしたものであります。 

次に、美唄市地域医療に関する懇談会の経

過及び内容についてでありますが、平成２０

年６月に、市民が安心して生活できる医療体

制の構築を図るため、地域医療の今後の在り

方や市立美唄病院が果たす役割等に関して意

見交換等を行う目的で設置したものであり、

保険・医療・福祉団体、経済団体、労働団体

などの代表者により１９名の委員で構成し、

これまで６回開催してきたところであります。  

懇談会においては、市民の多様な企業ニー

ズに対応するための医療提供体制のあり方と

して、市立病院が他の医療機関との連携のも

とで、１次から１．５次医療を提供するとと

もに、第２次医療圏の拠点病院とのネットワ

ークをいかに深めるかなどについて、意見交

換を行ってきたところであり、救急医療、人

工透析、療養病床の必要性などについて、ご

意見をいただいたところでありますが、一定

程度の意見交換が尽くされたことから、本年
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８月１０日をもって解散いたしました。 

今後は、懇談会から頂戴したご意見を踏ま

えながら、本市の目指すべき地域医療のあり

方について一定の方向性を見出すため、行政

と医療関係者による新たな検討機関の設置に

向け、取り進めているところでございます。 

次に、一般会計からの繰入前倒しによる病

院経営健全化計画の今後の見通しであります

が、病院経営健全化計画期間内における不良

債務解消のための一般会計からの繰り入れは、

総額２１億円を財政健全化計画に基づき、各

年度ごとの繰り入れを計画的に実施しており

ます。本年度は、今般の定例会に補正予算と

して提案しております２億５，１００万円に

ついて、平成２４年度から平成２７年度まで

の４年間の中から前倒しを行う予定であり、

繰入額を見直す年度については、今後、財政

健全化計画を見直しする中で整理することと

しております。 

病院経営健全化計画の期間については、病

院特例債の償還期間が平成２７年度までとな

っていることや、病院会計の自己解消分もあ

りますことから、現時点において、当初計画

どおりの期間で推進していかなければならな

いものと考えております。 

なお、繰入額の変更に伴う病院経営健全化

計画の変更については、道と事前の協議を行

っており、計画の変更は行わず、決算終了後

の実施状況報告により、道、国に報告するこ

ととしております。 

いずれにいたしましても、財政健全化計画

や病院経営健全化計画を早期に達成するよう

全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

次に、アンケートによる市民の意識調査等

についてでありますが、本市の新たな地域医

療体制を確保するため、保健・福祉との連携

の取れた医療環境を構築していかなければな

らないと考えており、この中で市立美唄病院

の方向性を見出していくこととしております。 

このため、地域医療のあり方全般について、

一定の方向性を見出すための新たな検討機関

を設置することとしていますので、この方向

性がある程度定まった段階で、市民の皆さん

の声を反映する方法などについては、アンケ

ート調査を含め検討してまいりたいと考えて

おります。 

次に、少子高齢化社会における人口減少対

策についてでありますが、本市の人口は、死

亡者数が出生者数を上回り、転出者数が転入

者数を大きく超えるなど、自然減に加え、社

会減も止まらず、１９８０年代は一時緩やか

になっていましたが、１９９０年代以降、再

度現象が加速している状況にあります。その

ため、経済振興と雇用の創出、子どもを産み

育てる環境づくり、移住・交流施策等、総合

的な人口減少対策の推進が必要と考えており

ます。 

これまでの取り組みとしては、経済振興と

雇用対策については、農商工連携事業の促進

や企業立地活動の推進、さらには、事業者交

流による新産業の創出などを進め、産業振興

を図るとともに、国や道などによる雇用対策

に関連した助成制度の活用促進に努めている

ところでございます。 

子どもを産み育てる環境づくりについては、

教育環境の向上を含め、社会全体で子どもを

大切にし、支援していく仕組みが必要である
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ため、子育て支援サポーターの育成、子育て

ネットワークづくり推進等のさまざまな事業

を展開しております。また、就労する保護者

の増加及び多様化する就業形態等のニーズに

対応するため、保育環境の整備や放課後児童

対策の充実に努めているところであります。 

移住・定住対策につきましては、引き続き

美唄市移住・定住推進協議会の皆さんととも

に、短期滞在の受け入れに関する情報や不動

産情報を充実し、積極的に発信を進めている

ところであります。 

なお、本年度は、道の緊急雇用創出推進事

業補助金を活用し、臨時職員を雇用して、窓

口対応や資料発送等の受入対応業務の充実に

努めているところであり、今後、インターネ

ット上でブログ等による移住体験された方の

体験談の発信や地域情報発信を行い、移住・

定住に結びつける取り組みをさらに進めるこ

ととしております。 

次に、農業行政について、タマネギ生産農

家などへの支援についてでありますが、先月

２５日に実施いたしました作況視察の際、農

協担当職員の方からは、春先の天候不順によ

る定植作業遅れなどから、タマネギは小玉傾

向にあり、収穫量に影響するとの説明を受け

たところでございます。 

また、小麦につきましては、先月２日に各

地域の調製施設を訪問した際、今年は粒が細

く、収量は期待したほどはないと伺っている

ことから、収穫量は平年を下回るものと予想

しております。 

市といたしましては、水稲も含めた農産物

の出荷状況を総合的に把握した上で、各農協

や空知中央農業共済組合などと情報交換等を

行いながら、今後の対応について協議してま

いりたいと考えております。 

また、営農指導につきましては、空知農業

改良普及センターの指導のもとに、各農協が

行うこととなっておりますが、市といたしま

しては、小麦の播種時期が迫っていることか

ら、道が今年の減収要因をもとに作成した、

「きたほなみ」の営農技術対策に関するパン

フレットを農協と連携して生産者へ配置する

ことや、必要な情報の提供を行うなど、次年

度に向けた営農対策に取り組んでまいりたい

と考えております。 

なお、病院事業会計の計画実績と入通院計

画実績の状況につきましては、病院事務局長

から答弁させます。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 市立病院事務局長。 

●市立美唄病院事務局長高倉雄二君 病院事

業会計の計画実績と入通院計画実績の状況に

つきましては、私からご答弁させていただき

ます。 

病院事業会計における過去３カ年の経常収

支と、患者数の状況についてでありますが、

計画と実績の比較で申し上げますと、平成２

０年度は、経常収益、計画１２億２，６１４

万７，０００円に対し、実績１２億５，３０

９万３，０００円で、２，６９４万６，００

０円の増。経常費用、計画１５億１，６８４

万９，０００円に対し、実績１５億０，０３

４万１，０００円で、１，６５０万８，００

０円の減となり、経常損益は、計画２億９，

０７０万２，０００円の損失に対し、実績で

は２億４，７２４万８，０００円の損失で、

４，３４５万４，０００円の損失が縮減され
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ました。患者数は、入院、年延べ患者数が、

計画２万４，０１７人に対し、実績２万３，

８３８人で、１７９人の減、外来、年延べ患

者数が、計画６万８，８８３人に対し、実績

６万９，６６１人で、７７８人の増となりま

した。 

２１年度は、経常収益、計画１４億２，６

９４万２，０００円に対し、実績１４億２，

９５４万９，０００円で、２６０万７，００

０円の増。経常費用、計画１４億４，７６２

万７，０００円に対し、実績１４億２，６４

３万６，０００円で、２，１１９万１，００

０円の減となり、経常損益は、計画２，０６

８万５，０００円の損失に対し、実績では３

１１万３，０００円の利益となり、２，３７

９万８，０００円の損失が解消され、利益の

発生となりました。患者数は、入院、年延べ

患者数が計画２万６，０２５人に対し、実績

２万６，３００人で、２７５人の増、外来、

年延べ患者数が、計画７万３，７３３人に対

し、実績７万０，０５８人で、３，６７５人

の減となりました。 

平成２２年度は、経常収益、計画１５億４，

７１４万３，０００円に対し、実績１４億２，

７６６万６，０００円で、１億１，９４７万

７，０００円の減。経常費用、計画１６億６，

８７９万４，０００円に対し、実績１６億１，

７８８万２，０００円で、５，０９１万２，

０００円の減となり、経常損益は、計画１億

２，１６５万１，０００円の損失に対し、実

績では１億９，０２１万６，０００円の損失

で、６，８５６万５，０００円の損失増とな

りました。患者数は、入院、年延べ患者数が、

計画２万７，４１２人に対し、実績２万５，

２９６人で、２，１１６人の減、外来、年延

べ患者数が、計画７万１，３２２人に対し、

実績６万１，２８２人で１万０，０４０人の

減となったところでございます。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

４番、丸山文靖議員。 

●４番丸山文靖議員（登壇） 平成２３年第

３回市議会定例会にあたり、私は大綱２点に

ついて市長にお伺いを申し上げます。 

大綱の１点目として、福祉行政、その中で

も地域包括支援センターについて中心にお伺

いをします。 

最近の福祉行政については、市町村行政の

窓口や地域に設置される総合システムが重要

な役割を果たすようになってきている現状に

あります。この現状の中で、平成１８年４月

の介護保険法の改正によって設置されること

になった地域包括支援センターは、在宅、お

年寄りが中心になるわけですけれども、介護

支援センターの機能を大幅に拡大して、地域

住民の生活圏において、包括的な相談支援を

行う仕組みとして注目されてきております。 

地域包括支援センターの事業内容につきま

しては、包括的支援事業として、①介護予防

ケアマネジメント事業。②総合相談、それと

支援事業。３番目として権利擁護事業。４番

目、包括的・継続的ケアマネジメント支援事

業を一体的に行うこととされております。セ

ンターの職員は、原則として保健師、社会福

祉士、主任介護支援専門員の３名を置くこと

になっております。包括支援センターは、市

町村によって設置される機関であり、社会福

祉士、保健師、介護支援専門員などの専門職
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員が、身近なところで相談に応じ、地域の支

援ネットワークを構築していく上で重要な意

義を持っていると思います。 

そこで、美唄市における地域包括支援セン

ターについて、市長にお伺いをいたします。 

１点目として、センターの相談件数を見る

と、平成２０年度１２３件、平成２１年度１

６１件、平成２２年度２２０件と増加してい

ますが、市内では、まだまだ様々なケースが

潜在化している状況もあると思われます。そ

こで、地域包括支援センターの今後の方向性

を、住民にどう周知・理解してもらおうとし

ているのかをお伺いをいたします。 

２点目として、センターと民間事業所など

の専門職同士の連携が必要と思われます。公

的な部分と私的な部分や、ボランティア、町

内会でのささえあいなどの必要性を強く感じ

ておりますが、市長としての考え方を伺いま

す。 

３番目として、美唄市の現状や、前述した

ことをいろいろな角度から考えてみるとき、

市の職員についても専門職を採用して、配置

を増やすべきではないかと考えております。

市長の考えをお伺いをいたします。 

大綱２点目ですけども、これについては、

駐屯地に関わる交付金等についての質問でご

ざいます。 

交付金の種類についてでございますが、国

有提供施設等所在地市町村助成交付金、自衛

隊募集事務委託金、国有資産等所在市町村交

付金及び納付金などがあると聞いております

が、その他の交付金もあると思いますが、あ

と、どのような種類の交付金があるのか、お

伺いをいたします。 

２点目として、交付金等の歳入・歳出につ

いて、市内でのいろいろな部分で活用してい

ると思われますが、内容を伺います。 

３点目として、今後の計画や見通しについ

て、駐屯地の維持・存続の必要性が美唄市に

とって必要不可欠と思われるし、防衛施設周

辺事業を活用した市内環境の整備の考え方に

ついて、市長にお伺いをします。 

以上をもって、この場からの質問を終わら

せていただきます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君（登壇） 丸山議員の質問

にお答えいたします。 

初めに、福祉行政について、地域包括支援

生活センターについてでありますが、本市の

地域包括支援センターは、平成１８年４月に

高齢者支援のワンストップ窓口として開設し

て以来５年が経過し、当初は介護認定で要支

援の判定を受けた方のケアプラン作成等の介

護予防ケアマネジメントが主な業務でしたが、

現在は高齢者の日常生活を総合的に支援でき

るよう各種業務にも取り組んでいるところで

ございます。この間、センターの役割や業務

内容について、広報メロディーへの掲載や各

種イベントでのパンフレット配布などを行い、

ＰＲをしてきたところであり、今後におきま

しても、どんなことでも気軽に相談できる窓

口として、その周知に努めてまいりたいと考

えております。 

 専門職の連携につきましては、高齢者の生

活支援を進めるにあたって、センターとサー

ビスを提供する事業所や医療機関などとの情

報や意見の交換は大変重要であり、対応の難

しいケースが増えてきている状況の中で、専



- 53 - 

門職同士はもとより、民生委員など関係者と

幅広く連携して、高齢者の皆さんが住みなれ

た地域で安心して暮らせるよう、地域全体で

支える包括ケアの体制づくりを一層進めてま

いりたいと考えております。 

 専門職の増員につきましては、現在、セン

ター設置に必要な保健師、社会福祉士、主任

介護支援専門員の３職種のほか、看護師や介

護支援専門員を配置して業務を行っており、

職員数は今後の業務の状況を見ながら検討し

てまいりたいと考えております。 

次に、陸上自衛隊美唄駐屯地について、駐

屯地に関する交付金等についてでありますが、 

初めに、国からの交付金等の種類につきまし

ては、ご質問で挙げられたもののほか、平成

２２年度におきましては、国庫補助金として

ゴクドウ川河川改修事業費補助金が交付され

ているところであります。 

平成２２年度の陸上自衛隊美唄駐屯地に関

わる交付金等について申し上げますと、歳入

では、国有提供施設等所在地市町村助成交付

金１００万４，０００円、自衛官募集事務委

託金３万３，０００円、国有資産等所在市町

村交付金及び納付金３８５万４，０００円、

河川改修事業費補助金１，５１２万９，００

０円で合計２，００２万円となっております。 

歳出では、ゴクドウ川河川整備事業として１，

８７３万３，０００円、ゴクドウ川整備事業

に係る公債費の元金及び利子として１，３０

８万６，０００円、自衛隊協力会補助金とし

て５万円、合計３，１８６万９，０００円と

なっているところであります。 

次に、今後の計画や見通しについてであり

ますが、防衛施設周辺整備事業として、ゴク

ドウ川河川整備事業を平成２４年度まで予定

しているほか、市道西２１線改良舗装を本年

度から着手しているところであります。 

今後は、地域の要望などを考慮し、防衛施

設周辺整備事業を活用した環境整備について、

十分検討してまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

２番、長谷川吉春議員。 

●２番長谷川吉春議員（登壇） ２０１１年

第３回定例会にあたり、大綱３点について市

長並びに教育長にお尋ねいたします。 

大綱質問の１点目は、国民健康保険につい

てであります。 

１点目は、国民健康保険運営協議会の審議

状況についてであります。私は今年３月の第

１回定例会において、保険料が市民生活の大

きな負担になっていることから、その引き下

げについてどうなのかお聞きしたところ、桜

井市長は、「国民健康保険会計の状況は大変厳

しく、ここ数年の中で支払準備金も取り崩し、

底をついてきている。保険料の値上げに向け

て税率を改定するため、平成２３年度中に運

営協議会で協議したい。」というご答弁であり

ました。平成２３年度も９月に入りましたが、

その協議がこれまで何回実施され、そこでは

どのような意見が出されているのか、お聞き

いたします。 

２点目は、一般会計からの法定外繰り入れ

についてであります。運営協議会では、現在

税率改定に向けての協議中と思いますが、道

内の多くの市では市民負担の軽減のために、

一般会計からの法定外繰入を行っていますが、

本市でもそれができないのかどうか。また、
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これまでの過去の国保会計で、本市において

は法定外の繰り入れの実績があるのかどうか、

お聞きいたします。 

その３点目は、資格証の発行についてであ

ります。本市では、保険料の滞納者に対する

資格証の発行の比率が道内の他市に比べて極

めて高くなっています。私はこの問題につい

ても度々議会で取り上げ、他市に比べての細

かい比較を数字を挙げて申し上げましたので、

今回はそれを致しませんが、お聞きしたい事

は、平成１８年度から平成２２年度までの過

去５年間と現時点での本市の国保税の滞納世

帯数と、資格証発行件数と、これの発行割合

及び短期証の発行件数がどのようになってい

るのか、お聞きいたします。 

大綱質問の２点目は、消防行政についてで

あります。 

その１点目は、本市消防署の充足率につい

てであります。１２号台風により和歌山、奈

良、三重などの各県では水害や土砂崩れなど

多くの犠牲者が出るなど大きな被害が発生し、

消防署員や消防団員の献身的な活動が報道さ

れています。また、３月１１日の東日本大震

災のときには、多くの消防署員や団員も犠牲

になりながらも、残された署員や団員は、家

族が犠牲になったり住宅が流されたりされな

がらも、被災者の救出や捜索に献身的な活動

が報道されていますが、そうした消防職員や

消防団員に対し、改めて敬意を表したいと思

います。しかし、そうした報道の中で、一部

ではありますが、津波などの対応で消防署員

が不足していたことも報道されています。災

害など不測の事態が発生した場合、何と言っ

ても一番頼りになるのが消防署員であり、団

員であります。人員が不足していることが、

災害に対して迅速に対応できないということ

があってはならないことですが、本市の場合

消防署員の充足率はどのようになっているの

か、お聞きいたします。 

その２点目は、消防団の状況についてであ

ります。火災や災害に対応する団員の果たす

役割は極めて大きなものでありますが、本市

での消防団の分団数、団員の定数に対する充

足率、団員の平均年齢について、お聞きいた

します。 

その３点目は、消防団の常駐体制について

であります。本市には、消防本署のほかに各

地域には消防団分遣所がありますが、本署以

外での常駐体制がどのようになっているのか、

お聞きいたします。 

その４点目は、消防の広域化についてであ

ります。消防の広域化については３年前から

議論されてきていますが、本市においては、

その進捗状況がどのようになっているのか、

お聞きいたします。 

大綱質問の３点目は、三井美唄幼稚園につ

いてであります。 

その１点目は、認定子ども園の準備状況に

ついてであります。認定こども園については、

平成２４年度での三井美唄幼稚園の閉園に向

けて、保護者や地域の要望である、幼稚園と

保育所の機能をあわせ持った施設として開設

されるわけですが、その準備状況がどのよう

になっているのかをお聞きいたします。 

その２点目は、子ども園の設置にあたって、

保護者との話し合いはどのようになっている

のか、その経過も含めてお聞きいたします。 

その３点目は、幼保一元化についてであり
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ます。現在、国の方では、保育所に入りたく

ても入れない幼児の待機者が数１０万人にも

上り、保育所の大幅な増設が国民の大きな要

求になっていることから、幼稚園と保育所を

１つにした施設として、幼保一元化を目指し

ていますが、市としてはどのようにお考えな

のか、お尋ねいたします。 

以上、この場からの質問を終わります。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君（登壇） 長谷川議員の質

問にお答えいたします。 

初めに、国民健康保険について、国民健康

保険運営協議会の審議状況についてでありま

すが、本市の国民健康保険事業におきまして

は、本年度において国民健康保険支払準備基

金がほぼ底をつく見込みから、来年度に向け

て国民健康保険税の改定の検討を行っている

ところであります。 

今年度の国保運営協議会は、現在までに７

月、８月と２回開催されており、会議内容は、

現在までの医療費の推移や保険税の賦課状況、

収納状況の決算数値や現在の税率の経過等を

説明し、現状について認識をいただいている

ところであります。今後は、医療給付費のほ

か事業費の見込み及び税率等、考え方をお示

しし、ご審議をいただく予定となっておりま

す。 

次に、一般会計からの繰り入れについてで

ありますが、国保事業を安定的に運営してい

くためには、国保制度が持つ構造的な問題で

ある高齢者や低所得者が多い状況を踏まえ、

今後慎重に検討していく必要があると考えて

おります。また、過去における一般会計から

の法定外繰り入れでありますが、過去１０年

間で見ますと、平成１３年度及び平成１４年

度において、市が実施している医療費助成制

度分に係る国庫負担金の減額影響分を繰り入

れしている状況であります。 

次に、消防行政について、本市消防署の充

足率についてでありますが、本市における消

防の充足率については、消防力の整備指針で

示された基準では、人口２万人以下の市街地

には、１署の設置が定められていることから、

署の充足率は１００％、消防車両の充足率は

９０％で、職員の充足率は６７％となってお

ります。 

次に、消防団の状況についてでありますが、

美唄市消防団は、１本部９分団を組織し、団

員の定数は２８５名で、実員数が２５７名と

なっており、充足率は９０％で、隊員の平均

年齢は４１．７歳となっております。 

次に、消防の常駐体制でありますが、現在、

消防職員が消防署以外で常駐している分遣所

が２カ所あります。峰延分遣所では職員２名

が交替で勤務を行い、南美唄分遣所では嘱託

職員１名を配置しているところで、ともに分

団詰所を併用し勤務しているものであります。 

次に、広域化についてでありますが、平成

２０年に北海道消防広域化推進計画が策定さ

れ、広域化の組み合わせについて、南空知圏

の４市５町の枠組みが示され、平成２２年に

南空知消防広域化等研究会を立ち上げ、南空

知の消防に関する調査・研究を行い、報告書

をまとめたところであります。現在は、それ

ぞれの構成する市町で検討を進めているとこ

ろであり、当市におきましても、年内をめど

に消防の広域化について慎重に検討を進めて

いるところであります。 
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次に、三井美唄幼稚園について、認定こど

も園の準備状況についてでありますが、今年

７月１日に三井美唄幼稚園、三井美唄保育所

の職員並びに保護者の代表と、庁内の関係職

員で構成する「美唄市南美唄地区認定こども

園に関する検討委員会」を設置し、三井美唄

保育所を認定こども園とする方向で、平成２

５年４月の開設に向けて、施設の環境整備や

入所の条件などについて現在、協議を進めて

おります。 

次に、保護者との話し合いについてであり

ますが、これまでも地域説明会を開催し、情

報提供に努めてまいりましたが、今後におい

ても検討委員会の進捗状況などをお知らせし、

保護者の方のご意見をお聞きしながら進めて

まいりたいと考えております。 

次に、幼保一体化についてでありますが、

市としましては、今後、国の動向を注視しな

がら内容の把握や対応について検討してまい

りたいと考えております。国においては、本

年７月２９日に「子ども・子育て新システム」

に関する中間とりまとめが決定され、平成２

３年度中に法案が国会に提出されることとな

っております。市といたしましては、今後、

国の動向を注視しながら、内容の把握や対応

について検討してまいりたいと考えておりま

す。 

なお、資格証の発行につきましては、副市

長から答弁させます。 

私からは以上でございます。 

●議長内馬場克康君 副市長。 

●副市長（市民部長事務取扱）藤井英昭君 資

格証等の発行につきまして、私からご答弁を

させていただきます。 

過去５か年間の年度末における滞納世帯数、

資格証発行件数、滞納世帯における資格証の

発行割合及び短期証の発行件数を申し上げま

す。 

平成１８年度は、滞納世帯１，３９９世帯、

資格証１６２件、滞納世帯における資格証の

発行割合は１１．６％、短期証は３６４件。 

平成１９年度は、滞納世帯１，３９８世帯、

資格証１３９件で発行割合は９．９％、短期

証は３４０件。 

平成２０年度は、滞納世帯１，２７８世帯、

資格証１３５件で、発行割合は１０・６％、

短期証は３３８件。 

平成２１年度は、滞納世帯１，１９９世帯、

資格証１３２件で、発行割合は１１％、短期

証は２９０件。 

平成２２年度は、滞納世帯１，１５４世帯、

資格証１０８件で発行割合は９．４％、短期

証３１０件となっております。 

なお、直近、平成２３年８月末現在、滞納

世帯数は９５４世帯、資格証発行件数は９２

件、資格証の発行割合は９．６％、短期証発

行件数は３０３件となっております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長安田昌彰君（登壇） 長谷川議員の

質問にお答えします。 

三井美唄幼稚園について、幼保一元化につ

いてでありますが、国においては、幼保一体

化を含む「子ども・子育て支援システム」に

ついて、中間的議論を取りまとめた段階であ

り、本年度中に法案が提出されるものと認識

しているものであります。 

今後の国の動向等を注視しながら、内容の
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把握を行い、関係部署と対応について検討し

てまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 ２番長谷川吉春議員。 

●２番長谷川吉春議員 この場から何点かに

ついて再質問させていただきたいと思います。 

最初に、国民健康保険の問題でありますけ

れども、先程のご答弁では、運営協議会中で

の議論の経過と言いますか、この審議状況で

言いますと、現在まで４月、８月、２回開会

され、その内容は、現在までの医療費の推移

だとか、あるいは保険税の賦課状況だとか、

そうした現状を把握するということをやられ

ているということでございます。そうした中

で、今後のこの協議の見込みとしては、税率

などの考え方を審議していきたいという具合

にお答えされているわけでございます。 

私は、この審議の問題ですけれども、審議

に当たって市長がどのような立場で臨むのか

と、市の考えを示していくのかということで

お聞きしたいと思うわけです。当然、運営協

議会の中で協議されることではありますけれ

ども、市の考え方を一切持たないで、運営協

議会の出た結論をそのまま引き受けるという

ことになるのか。あるいは市としての一定の

考え方と言いますか、例えば、この国保会計

も大変なので、この税率改定値上げに向けて

検討してほしいということだとか、あるいは

市民負担が大きくなるので、そうならないよ

うな対策を考えてほしいと。そうした市の考

え方を示して協議いただくという具合になる

のかですね。その辺のところの市長のお考え

をお聞きしたいという風に思います。 

資格証の発行ですけれども、以前の本会議

の中で、この美唄での資格証が他の市に比べ

て発行の割合が非常に高いということで、各

市の名前、それから細かい数字も挙げて本会

議の場で申し述べたこともあります。今回は

そうした細かい数字については申し上げませ

んけれども、やはり依然として美唄は他市に

比べて飛び抜けて滞納世帯に対する資格証の

発行の割合が高いわけです。 

先ほど、ご答弁で、市民部長の方から滞納

者数あるいは、その中での資格証の発行件数

がご答弁されましたけれども、５年間の中で

の滞納世帯数の中での資格証の発行の割合で

すね、これが５年間の経緯を見てもそう変わ

らないということは、他市に比べて飛び抜け

て高いという部分で言えば、この５年間でほ

とんど変わっていないことになるわけです。 

私は、こうした資格証の発行を何としても、

本当に悪質と言われる部分についてはやむを

得ない部分もありますけども、私は資格証の

発行については、あくまでもそこのご家庭の

この状況も十分考慮をして行きながら発行す

るべきでないかと、このように考えているわ

けです。 

３月に報道されたことですけども、千葉県

で国保税を滞納して差し押さえをされたと。

年金を差し押さえされたわけです。だから収

入が全くない。そうした中で、７７歳の男性

が餓死するという、そうした事故が起きてい

るわけです。こうしたことは全くあってはな

らないことですけれども、現実にそうしたこ

とがあるわけです。全国的に言えば、こうし

た資格証の発行、いわゆる国保税を滞納して

いることを理由に、普通のこの国民健康保険

証が発行交付されないと、そのことで病院に
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行きたくても行かれない、治療が遅れる、そ

うしたことで命を落とす。そうしたことが今

でも年間かなりの数に上っているわけです。 

私は、この美唄においては、そうしたこと

があってはならないと思いますし、この資格

証の発行に当たっては、あくまでもそれぞれ

の家庭の状況を十分考慮していく必要がある

のではないかという具合に思いますけども、

市長のご見解をお聞きしたいと思います。 

次に、消防行政についてでございますけれ

ども、消防署員の充足率、これが６７％です

か。車両の充足率は９０％、職員の充足率は

６７％ということですね。この６７％という

ことは割合で言えば、約３分の２、必要な人

数の３分の２というのが、美唄の消防署員の

数になるわけです。もちろん、充足率を計算

するにはいろんな条件があると思いますけれ

ども、私はいざというとき、大きな災害だと

か、そういう場合には、やはり一番頼りにな

るのが、この消防署員あるいは消防団員なわ

けです。そうした中で、いざというときに緊

急の事態に対応できないということは、あっ

てはならないと思うわけです。 

よく火災の時に、火災の後、近所の人たち

だとか、火災にあった家庭の人たちから、い

ろいろお話を聞く事があるんですけども、よ

く言われるのが消防署に通報したけども、な

かなか消防自動車が来るのが遅いということ

がよく聞かれるわけです。近所の人達、ある

いは火災に遭ってる本人にすれば、消防自動

車が来るまでの１秒１秒が、本当に１年にも

２年にもと言いますか、大げさですけども、

１時間にも２時間にも感じる、そういうこと

がままあるわけです。 

皆さん方の中には、目の前で自分の家が火

災にあってどんどん燃えていく、そうした経

験をお持ちの方というのは、そう多くはない

と思うんですけども、私は２５年前に私の家

が火災に遭いました。当時、住んでいたのが、

炭鉱の４軒長屋の３件目に住んでいて、出火

したのが一番端だったわけです。それが、ど

んどん燃え広がってきて、私の家に広がって

くるという、それが私の目の前で起きていた

わけです。自分の目の前で自分の家が燃えて

いく、自分の財産が燃えていく。そうしたこ

とを目の当たりにして、本当にそうしたとき

の消防自動車の到着、そうしたことがやはり

１秒１秒が１時間にも２時間も感じられる、

そうした体験をしたことがあるわけです。そ

うした災害のときに、やはり迅速に対応して

いく上でも、充足率を１００％に持っていく、

そうした努力が必要ではないかという具合に

考えるわけであります。 

それから次に、分遣所の常駐体制の問題で

すけども、現在峰延で職員が２人２４時間体

制で常駐している、南美唄の分遣所では、日

勤で嘱託職員 1人が常駐しているというご答

弁だったわけです。南美唄の中では、常駐体

制が今後どうなるのかという事が、いろいろ

地域の中では心配の声が上がっているわけで

す。ご承知のとおり、ここ１、２年の間、南

美唄で２度の火災で二人の方が亡くなってい

るわけです。こうしたことから、やはり、南

美唄の分遣所がどうなるのか、常駐体制がど

うなのかということは非常に心配になるわけ

です。常駐者がいるかいないかで、いざ火災

になった場合に、消防車が出動する時間に非

常に大きな差が出てくるわけです。 
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だから、南美唄の中では、つい最近の火災

で、そうした犠牲者が出ているということも

ありますし、常駐している方の年齢の問題な

どもありまして、今後、分遣所の常駐体制が

どうなるのか、非常に心配されるところであ

りますけども、南美唄の分遣所の常駐体制、

今後どのようにお考えなのかとお聞きしたい

と思います。 

それから次に、幼稚園の問題ですけども、

１つは保護者の話し合いの問題です。これは、

三井美唄幼稚園を閉園したいということが言

われて、その後ずうっと何回か保護者との話

し合いが進められ、その中で幼稚園そのもの

を完全になくしてしまうということでなくて、

幼稚園の機能と保育所の機能をあわせ持った

形での認定こども園という形で、現在進めら

れているわけですけども、まだ具体的な中身

については固まっていないということですの

で、認定こども園としての具体的な内容が固

まる時期がいつになるのか。それからまた、

保護者の意見や要望がどのように反映される

のか。この点についてお聞きしたいと思いま

す。 

次に、幼保一元化の問題についてでありま

す。先ほど教育長がご答弁の中で、この一元

化の問題については、国の動向を注視しなが

ら、内容の把握や対応について検討してまい

りたいというご答弁になりました。しかし、

現実にはどうかと言いますと、もう既にそう

した国の動きというのは非常に早い形で進め

られているわけです。昨日、５日付になりま

すけども、厚生労働省が待機児童の深刻な地

域の中で保育所の面積の基準の緩和を認める

ということで、３５の自治体に対して、それ

を告知しているわけです。これは、昨日付け

で厚生労働省が３５の自治体に告知してるん

ですけれども、保育所を設置する場合に当然

いろんな規制があって、その中で面積の規制

もあるわけですけども、この面積の規制を緩

和するということを告知してる訳です。それ

では、どれだけ緩和するのかと、基準を引き

下げるのかということは、これは全部市町村

に任せると、自治体に任せるということなわ

けです。ということは、言いかえれば、児童

の福祉に関して、国の責任を放棄する、その

ことに繋がって行く措置になるわけです。こ

れは非常に大きな問題だと思うわけです。 

８月の６日から８日まで、群馬県で開催さ

れた全国保育団体高度研究集会があったわけ

ですけれども、そこには全国から７，５００

人の父母や保育関係者が集まって、いろいろ

協議、話し合いがされたわけです。その中で

出された問題が、いわゆる民主党政権がこの

７月に発表した新システム、先ほど教育長が

ご答弁された中身ですよね。この問題がいろ

いろ議論になったわけです。これは、児童福

祉法の自治体の保育実施義務を無くするとい

う問題だとか、あるいは利用料ですね、保育

の。これを応益負担にするという問題だとか、

営利企業の参入を促進する、こういう問題が

入っているわけです。この新システムの中に

は入ってるわけですね。そのほかにも保育士

の資格の無い職員も認めるということも検討

されているわけです。この幼保一元化という

問題が実施された場合、どのようになるのか

ということは、まだまだ具体化されていない

わけですから、あれですけども。ただいま申

し上げたような中身で見ましても、非常に大
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きな問題が含まれているわけです。 

もし、この幼保一元化という問題が法制化

された場合、今進めている三井幼稚園、三井

保育所の認定こども園、あるいは美唄市内に

ある幼稚園、保育所、そうしたものも全て、

美唄市がやろうと思えば、幼保一元化、法制

化されたものにしていくことが可能なわけで

すよね。たとえば、美唄市内には私立の幼稚

園も幾つかあるわけですけども、そうした幼

稚園で保育事業も行うということもできるわ

けです。そうした民間企業を参入できる、そ

うしたことになるわけですからね。そうした

私立幼稚園が保育にも取り組んでいくという

ことも可能になりますし、そうなった場合、

美唄にある公立保育所をいわゆる経費節減と

いうことで、公立の保育所を減らすというこ

とも可能になるわけですね。そうした今の民

主党政権が打ち出している新システムには大

きな問題が含まれているわけですけども、こ

うした問題に対して、どのようにお考えなの

か、お聞きしたいと思います。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君 長谷川議員の質問にお答

えいたします。 

初めに、国民健康保険税の改定についてで

ありますが、国保事業の安定的運営を図るた

め、増加する医療費の給付に要する費用など

を賄う歳入の確保が必要となることから、現

時点では、国保税率を上げざるを得ない状況

にきております。今後は数値を見極めながら、

考え方を示したいと考えております。 

次に、資格証についてでありますが、催告

書等により納税相談を促しても全く反応がな

い、あるいは納付約束を交わしたのにも関わ

らず理由も無しに履行しないなど、納付する

意識が欠如していると判断した世帯には発行

しているところでございます。ただし、１８

歳到達後の年度末までの子どもに対しては、

短期証を交付しているところでございます。 

次に、消防職員の充足率でありますが、こ

れは、主に消防車両数をもとに必要な職員数

を積み上げた充足率でありまして、実際の火

災においては、全ての車両が同時に出動する

わけではなく、車両の乗り換えにより対応し

ているところであります。充足率については、

南空知５消防本部の平均充足率６４％と比較

しますと、当市の充足率は６７％と、若干で

はありますが高めの水準となっております。

今後とも消防体制については、市民の暮らし

の安全・安心の確保に向けて、必要な整備に

努めてまいりたいと考えております。 

次に、南美唄分遣所のあり方についてであ

りますが、南美唄分遣所については、現状の

勤務体制を考えております。 

次に、認定こども園の具体的な内容につい

てでありますが、施設整備や入所条件等の詳

細については、平成２４年７月をめどに取り

まとめてまいります。また、保護者の意見・

要望については、検討委員会の保護者代表の

意見も伺いながら、今後、地域で開催される

説明会において、相互の意見調整を図ってま

いりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 教育長。 

●教育長安田昌彰君 長谷川議員の質問にお

答えいたします。 

幼保一元化についてでありますが、現在の

ところ、法整備後の各施設におけます具体的
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な姿が定まっていないとことから、今後の国

において検討されます制度の内容を見ながら、

関係機関、関係部署とも連携しながら、幼稚

園の運営の方向性について今後検討してまい

りたいと、このように考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 ２番、長谷川吉春議員。 

●２番長谷川吉春議員 国民健康保険の問題

について、再々質問させていただきたいと思

います。 

先ほどの市長のご答弁で、国保会計、安定

的に維持していくためには、保険税の値上げ

もやむを得ないというご答弁だったわけです。

これは非常に市民生活にとっては大きな問題

になると思うわけです。 

今年の８月、第３回臨時会の中で、髙橋市

長が所信表明されたわけですけれども、その

中でこのように述べています。「私は、本市の

第６期総合計画である、びばい未来交響プラ

ンに基づき、まちづくりを進めていくことを

基本に考えておりますが、」という事で、「そ

の中で、２つの目標と６つの重点を掲げ、取

り組んでまいりたい」ということで、「その１

つは、元気な人づくり、まちの輝きは人の輝

きだと思っています」ということで、「一人ひ

とりが元気に輝くまちづくりを進めていきた

い」と。「そのためには、重点の１つ目は、人

にやさしい健康で元気なまちづくり、市民の

皆さんが生活する上で健康で安心して暮らせ

るまちづくり、これは大変重要なことである」

と所信表明で述べておられます。 

しかし、実際にこれから値上げしようとし

ている国民健康保険税、これが実際に上げら

れるということなると、市民の生活が一層厳

しいものになるわけです。市長が標榜してい

る健康で安心して暮らせるまちという目標か

ら見ると、国民健康保険税の値上げというの

は、市長が標榜する目標とは大きくかけ離れ

る内容を持つものだと考えるわけです。 

私はこれまでも、機会あるごとに国民健康

保険税について、本会議においても、あるい

は予算委員会、決算委員会の中でも度々申し

上げてきているところですけれども、国民健

康保険会計の厳しい状況、これは、原因がど

こにあるのかということでいえば、やはりそ

の最大の原因は何といっても自公政権のもと

で、長年にわたって続けられてきた社会保障

費を毎年２，０００億円ずつ削減してきたと

いうこともある訳です。この歴代の自民党政

権は、１９８４年の国民健康保険の改悪を初

めとして、国民健康保険に対する国庫支出金

を削減してきたわけです。各自治体の国保会

計の中に占める国庫支出金の割合もどんどん

削られてきているわけです。１９８４年から

２００６年までの間に市町村の国保会計の総

収入に占める国庫支出金、これが４９．８％

から２７．１％、約半分に減らされている訳

です。このことが、やはり国保会計に非常に

大きな影響を与えているという具合に思うわ

けです。 

市長は、国に対して国庫支出金の大幅な引

き上げを求めるということは当然のことだと

思いますけれども、同時に市民負担を増やさ

ないためにも、一般会計からの法定外の繰り

入れを行う必要があるという具合に思います

けれども、市長のご見解をお聞きしたいと思

います。 

●議長内馬場克康君 市長。 
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●市長髙橋幹夫君 長谷川議員の質問にお答

えいたします。 

国保税改定における繰り入れについてであ

りますが、国民健康保険は身近な市町村を単

位として運営されており、現在、国保以外の

医療保険の方でも、いずれは国保に加入され

るという状況は高いと思われます。 

国保の構造的な問題である高齢者や低所得

者が多い現状でありますことを踏まえて、慎

重に検討してまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 次に移ります。 

１番倉本賢議員。 

●１番倉本賢議員（登壇） 第３回定例会に

あたりまして、大綱３点について市長に伺い

ます。 

大綱の第１は、市長の政治姿勢について、

ということでございます。 

市長は、８月１日の第３回市議会臨時会に

おきまして、市政執行の所信表明に先立ちま

して、美唄市まちづくり基本条例第１８条第

１項の規定に基づいた宣誓をされております。

この宣誓では、日本国憲法の遵守、そして、

美唄市まちづくり基本条例及び美唄市長の政

治倫理に関する条例を遵守し、地方自治の推

進と市民の福祉の増進のため、公平・公正か

つ誠実に職務を遂行することを力強く誓われ

ております。 

そこで、市長が遵守されるとした美唄市長

の政治倫理に関する条例では、市長の責務に

ついて、第２条におきまして、「市長は、市政

の代表者として、市政に携わる権能と責務を

深く自覚し、地方自治の本旨に従って、その

使命達成に努めなければならない」とされて

います。また、日本国憲法第９２条は、「地方

公共団体の組織運営に関する事項は、地方自

治の本旨に基づいて法律で定める」として、

地方自治を保障しているところでありますが、

私は、地方自治は地方公共団体の自治、こう

いう観点から言えば、自治とは、自らの自由

な意思に基づいて行為を行うことであり、団

体の場合は、意思を自由に決定する。つまり、

構成員の自由な意思により、その団体の意思

決定をすることであり、この事が地方公共団

体の地方自治の原則であるものと考えるとこ

ろでございます。 

そこで、地方自治の本旨には、住民自治と

団体自治の両方を含み、住民自治とは、その

地域における統治は、中央政府機関等による

ことなく、その地域の住民自身によって行わ

れるものであり、団体自治とは、国という１

つのまとまりのある領土内において、一定の

地域を基礎とする団体が、その地域の公共事

務を自らの意思に基づいて処理をすることで

あると、こういうふうに言われております。 

まず、私は市長に、この地方自治の本旨に

ついての認識をどのように答えを持たれてい

るのか伺いたいと思います。 

次に、国や道との連携についてでございま

すが、先の所信表明におきまして、市長は国

や道との連携強化を元気なまちづくりの重点

の１つにされ、合わせて市役所内の庁内組織

として、経営会議と市内の経済界を中心とし

た仮称、地域円卓会議を施策づくりの大きな

柱とされております。 

地方分権や地域主権、こういう時代の流れ

がつくられておりますけれども、観念が先行

し、人的・財政的な保障の乏しい中での権限



- 63 - 

移譲など、地方にその負担が大きく求められ

ている現状でもございます。美唄を含む多く

の自治体は、財政状況が一向に改善されない

という現状で、体力の乏しい自治体として本

来の住民自治が確立しづらくなっているとい

うことも現実ではないかと考えるところでご

ざいます。 

しかし、財政事情から住民福祉の後退を国

や道に責任転嫁をすることは許されないわけ

でございまして、基礎自治体として、しっか

りとした政策・施策を確立して、国や道と毅

然と対等の立場で自信を持った連携をしてい

くことが、万一の市民の皆さんの暮らしをし

っかり守っていくための行政として、大きな

責任であると私は考えるところでございます。 

美唄市を取り巻く状況、環境、大変大きな

課題も山積をしておりますが、緊張感を持た

れて就任された市長としてのリーダーシップ

のもと、しっかりとした政策・施策が市民の

皆さんに十分理解された中で確立されること

が大変大切なことであると私は考えておりま

す。 

市長は、所信表明の結びに、「市民の皆さん

と正面から向き合い、職員と一致団結して、

ふるさと美唄を再生していく」とされており

ます。そのためにも私は、地方行政のプロで

ある市のすべての職員が、市民の皆さんの福

祉向上のため、その持っている力を十分発揮

することができる環境整備が必要であり、市

長は是非、多くの職員の声を直に聞きながら、

市政を取り組むことが大切ではないかと考え

ております。 

また、市民の皆さんへの幅広い情報提供と、

パブリックコメントなどを通じた市民生活の

視点や、いわゆる声なき声がしっかりと集約

されることも非常に大切なことであると考え

ております。 

そこで、市長の考える「市民の皆さんと正

面から向き合う」、このことと「職員と一致団

結」、この表現ですけれども、このことについ

て具体的な考え方や取り組みがあるのであれ

ばお答えいただきたいと思います。 

大綱の第２でございます。市の組織機構に

ついてでございます。 

財政健全化計画におきましても、職員人件

費の削減が大きな要素として盛り込まれ、給

与の削減を初め、欠員不補充が財政健全化の

前提条件かのようになってしまっております

が、現場では、介護保険制度や後期高齢者医

療保険制度など主に社会保障制度が大きく変

わり、新しい制度やこれまでの制度のさらに

複雑な改変が市役所現場に強いられているの

ではないかと強く感じているところでござい

ます。 

これに対しまして、しっかりと職員も頑張

って対応している現況。しかし、職員の負担

も相当なものとなっているのではないかと考

えております。職員数が減少する中で、効率・

効果的な業務を行わなければならない、こう

いう観点から、本年４月から本格導入された

グループ制については、既に５カ月を経過し

ておりますが、現場では、職員の頑張りで大

きな混乱は起きていないものと考えておりま

すものの、まだまだ職員及び市民の皆さんに

は、このグループ制については馴染まれては

いないのではないかなと、こういう危惧をし

ております。 

グループ制につきましては、数年間の試行
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期間を経ての導入でございました。これまで

の現場の検証、全体の見直し、これからまだ

まだ必要ではないかなと、そういうふうに考

えております。このグループ制の今後の現場

の検証、全体の見直し、このことにお考えを

お聞きいたしたいと思います。 

次に、職員の定数管理についてでございま

す。メロディーの今月号に市の職員募集が掲

載されました。相変わらず若干名の募集人員

となっているところでございます。まず、若

干名というのは、ゼロではなく数名というこ

となんでしょうが、退職予定者がある程度把

握できるにもかかわらず、なぜ若干名として

いるのか、その理由をお聞かせいただきたい。 

また、これは私の経験からも言えることで

ございますが、前年の年末に、各職場から人

事担当部門がヒアリングを実施して、全庁的

な職員数を前提に人事作業が進められ、例年

４月の新年度を迎え、極めて業務がふくそう

する時期の人事異動では、突然の新設ポスト

や担当職員数の削減が現場に押しつけられて

しまう事があったのではないかと感じており

ます。現場では何とか、この４月１日を乗り

切り、円滑に行政サービスを提供していく最

大の努力をしながら、当然といえば当然です

が、乗り切っている状況があると思います。 

しかし、やはり職場内の計画的な専門業務

のローテーションづくり、そして、職場内研

修に時間をしっかり取り、職場のレベルを上

げていく、専門性を高めていく、このような

時間がなかなか取れない配置となっている。

こんな大きな課題が生じているんではないか

と考えております。 

そのため、各職場の業務の実態、業務内容

実態、これに基づく職員定数管理をしっかり

と行い、年度当初の４月の人事異動は欠員補

充にとどめ、組織機構の改編を含めて、４月

以外の時期を人事異動の時期とすることを検

討する考えはないのか、お伺いをいたしたい

と思います。 

次に、臨時・非常勤職員についてでござい

ます。本年４月１日現在の市の職員の実態に

つきましては、いわゆる定数職員、これが４

１６名に対し、臨時職員が２１０名、非常勤、

これは嘱託と一般的には呼ばれておりますけ

れども、非常勤職員が１２６名とお聞きして

おります。このことは、市役所に働く約４４．

７％が臨時・非常勤の配置となっているわけ

であり、これに加えて、指定管理者施設で働

く職員の方々を加えると、相当な人数の方が、

市役所が関わる、いわば行政の現場で頑張っ

ておられる現状ではないかと思います。 

これまでも、財政健全化計画において、定

数職員と同様に、新たな臨時・非常勤職員を

配置しない事と、この数を削減を前提にした

考え方で、この臨時・非常勤の職員の配置が

考えられてきたのではないかと思います。し

かし、職場の実態・現状といたしましては、

多くの業務を臨時・非常勤の方々に頼らざる

を得ない現実があるのではないかと思います。 

現状、この臨時・非常勤の配置についての、

そして、臨時常勤の方々に、市役所の業務が

どうしても頼らざるを得ない現状、このこと

に市長はどのような認識をお持ちか、お伺い

をいたします。 

私は、先ほど申し上げました市の職員定数

がしっかり管理確立されることで、本来の臨

時・非常勤の配置も確立されるものではない
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かと考えております。しかし、これまでの経

過含めまして、現状といたしましては、多く

の臨時・非常勤の皆さんの存在がなくてはな

らないものとなっており、恒常的に再雇用を

繰り返している場合も実態でございます。雇

用条件は極めて不安定といってもいいものに

なっているのではないでしょうか。 

そこで、臨時・非常勤の職員の皆さんの雇

用の実態に合わせた雇用条件・労働条件の改

善について、どうお考えをお持ちか、市長に

お伺いをいたします。 

大綱の第３でございます。環境行政につい

てでございます。 

地方行政におけるごみ処理の課題は極めて

大きく、これまでも常に市民生活に直結する

ものとして、市民の皆さんの関心の高いもの

と考えております。今後のごみ処理や処分に

ついては、中間処理施設のあり方を含めて、

全市的な議論が予定されるところであります

が、今一度原点と言いますか、基本にと言う

か、ごみの減量化についての大切さについて、

市民の皆さんが意識を強め高める取り組みが

必要ではないかと考えるところでございます。 

今日現在も、毎日家庭から確実にごみが排

出されている訳でありまして、このまま、ご

みが増え続けると、それを処理するコストも

増え、他の住民サービスの低下が懸念される

ところでございます。 

美唄市は、早い時期から３Ｒ運動推進など、

先進的な取り組みをしてきた歴史も持ってお

ります。従いまして、ごみの分別意識も比較

的高いのではないかと思うところでございま

すが、ごみの有料化から４年を経過した今、

一定のごみ分別等への理解が深まっているも

のとは考えるところでございますが、慣れや、

一部分別意識の低下も生じてきているのでは

ないかと心配するところでございます。そこ

で、ごみの減量化については、今後の課題の

１つであります堆肥化などにも係わる基本的

なものであり、市民の皆さんが早い時期から

しっかりと関心を持ち、一人ひとりが真剣に

考え、取り組むことができる環境をつくるこ

とが必要でないかと考えます。 

そこで、ごみの減量化についての現状の課

題と今後の取り組みについて、どのようにお

考えか、市長のお考えを伺いたいと思います。 

以上、この場からの私の質問とさせていた

だきます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君（登壇） 倉本議員の質問

にお答えいたします。 

初めに、市長の政治姿勢について、地方自

治法の本旨についての認識についてでありま

すが、私は、地方自治は、住民の意思に基づ

き民主的に行わなければならないと考えてお

ります。地方自治の本旨は、憲法第９２条に

基づき、地方自治法や地方公務員法にも用い

られており、地方自治が目指すべき重要な規

範であると認識しております。 

私は、自治体本来のあり方として、この地

方自治の本旨にのっとり、市民の皆さんや地

域にとって、何が課題で、何が必要なのかに

ついて、市民の皆さんの声をしっかり受けと

めることが、まず重要であると考えておりま

す。このことにより、住民自治を進めていか

なければならないと考えております。一方、

国との関係で独立した地方政府として、自ら

の権限と責任において行政を処理していかな
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ければなりません。そのため、地方として国

に求めること、連携が必要なことについては、

しっかり国に伝えながら、団体自治を進めて

まいります。私は、このような考え方に基づ

き、「元気な人づくり」、「元気なまちづくり」

を進めてまいります。 

次に、市民の皆さんと正面から向き合うこ

となどについてでありますが、私が、会議や

パブリックコメント手続など、さまざまな場

面で市民の皆さんからご意見をいただくこと

はもとより、今後予定している自治組織代表

者会議やまちづくり地区懇談会において、私

のまちづくりに関する考えを述べた上で、市

民の皆さんのご意見をいただくこととしてお

ります。このほか、「市長への提言」として市

民の皆さんから直接文書や電子メールでご提

言をいただいており、これまでは提案者にの

み、市の回答をお知らせしておりましたが、

９月号の広報メロディーから、提言とそれに

対する市の回答の概要を掲載し、市民の皆さ

んにもお知らせすることとしております。 

また、市役所の日常業務の中で、市民の皆

さんから担当課に出された意見や苦情などに

ついては、今後設置する「経営会議」に報告

してもらい、情報を共有すると共に、全庁的

な視点で課題解決に向けて取り組むほか、現

在休止している職員の提案制度を再開して、

職員の意欲的なアイデアを採用していくなど、

職員と一致団結した取り組みを進めてまいり

ます。また、経営会議の結果については、市

民の皆さんと情報共有を図るため、市のホー

ムページで概要をお知らせしてまいりたいと

考えております。 

次に、市の組織機構等について、グループ

制についてでありますが、今年度から本格導

入したグループ制の実施状況につきましては、

これまで、決裁ルートの簡素化による意思決

定の迅速化や業務繁忙期の相互応援などの利

点が見られております。今後におきましては、

毎年度行っている組織・職員配置等ヒアリン

グなどを活用し、グループ制の評価・検証を

行ってまいります。また、今後グループ制を

補完するものとして、課内に限らず、課と課、

部と部の連携を深めるための全庁的な協業の

仕組みをつくることとしております。 

次に、職員定数管理についてでありますが、

職員採用募集につきましては、職員定数適正

化計画に基づき、採用人員を決定していると

ころでありますが、退職予定者の数は、定年

退職者のほかに勧奨退職の申し出があった場

合など、変動することがあります。このため、

職員募集開始以降の変動要素を考慮し、募集

人員を「若干名」としているところでござい

ます。 

次に、人事異動の実施時期についてであり

ますが、職員の定年退職、新規採用の時期等

により、基本的には定期異動は４月実施が望

ましいと考えております。なお、職員異動の

内示についても可能な限り早く行い、人事異

動に備える時期を長く取るようにしておりま

すが、今後事務処理等の見直しを行うなど、

円滑な事務引き継ぎが行えるよう配慮してま

いります。 

次に、臨時・非常勤職員についてでありま

すが、住民ニーズの高度化・多様化が進む中、

特定の資格や経験を有する専門的な業務への

対応が必要となった場合には、非常勤職員に

より対応しております。また、臨時的な業務
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や育児休業職員等の一時的な代替については、

臨時職員により対応しているところでありま

す。臨時・非常勤職員の雇用条件につきまし

ては、最低保障賃金の動向や他市町村の実態

を踏まえ、毎年度、必要な見直しを行ってお

り、平成２２年度においても、一部の職種で

賃金単価の引き上げを行っております。今後

においても、必要に応じて臨時・非常勤職員

の雇用条件の改善について、努めてまいりた

いと考えております。 

次に、環境行政について、ごみの減量化に

ついてでありますが、平成１９年度のごみ袋

の有料化を実施して以来、ごみの総排出量は

３割程度減少しておりますが、依然として家

庭から排出される燃やせるごみの中には、新

聞・雑誌の割合が約１３％混入しており、燃

やせないごみについては、資源ごみが３７％

以上も混入しているなど、適正に分別されて

いない状況が見受けられます。 

このことから、適正なごみの分別の向上を

図るため、３Ｒ推進員や清掃指導員などと連

携し、分別の徹底を指導するほか、町内会等

による集団資源回収を促進させるため、古紙

回収業者や回収事例の紹介などを行い、今後

とも市民の皆様にご理解とご協力をいただき

ながら、「ごみゼロ」に向けた減量化と資源化

の取り組みを推進してまいりたいと考えてお

ります。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 １番倉本賢議員。 

●１番倉本賢議員 自席から再度質問をさせ

ていただきたいと思います。 

まず最初にですね、読み間違いなのか私の

聞き間違いか、ちょっとあれなんですけども、

「地方自治法の本旨について」ということで

お答えですので。ただ、入り口がですね、地

方自治法の本旨、法の本旨についてという認

識であれば、まず、その辺の認識が私にとっ

てはですね、本当に「地方自治の本旨」をお

答えいただいているかどうかというのは、ち

ょっと不安になりましたけども。その辺、読

み間違いではないかということを確認させて

いただきたいと思いますが、ただいまご答弁

いただきました、地方自治の本旨につきまし

ては、市長の住民自治と団体自治についての

認識を伺いました。 

市長は、地方自治が目指すべき重要な規範

であり、市民の皆さんの声を受け止め、独立

した地方政府として、自らの権限と責任で行

政を処理していくということでございますが、

新しく市長となられた髙橋市長の政治姿勢や

政治手腕に対する市民の皆さんの期待や関心

も極めて大きく、市長の考え方や行動を市民

の多くの皆さんが注視している、このように

考えておるとこでございます。 

そのためにも私は、市政が決して特定の人

のためへの公共性の無い利益誘導、そして、

非民主的な、声が大きい勢力のためだけのも

のとならないよう、地域で暮らす市民の毎日

の暮らしから出る、多くの生活者としての小

さな声を大切にしていっていただきたいもの

と考えております。また、地方政府としての

地方自治体におきましては、議会の役割と責

任も強く求められているわけでございますが、

市長は市議会議員としての経験もお持ちであ

り、首長と市議会の関係については立場が大

きく変わったわけでございますが、是非とも

よい意味での緊張感を持って市政を執行して
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いただきたいと考えるところでございます。 

さて、再質問の内容でございます。市民の

皆さんと正面から向き合うことと、職員等の

一致団結についてでございます。 

市長は、ご自分のまちづくりに関する考え

方を示した上で、さまざまな場面で市民の皆

さんからのご意見を集約し、課題解決等に取

り組んでいくとされております。そのために

は、出来るだけ具体的な、わかりやすい説明

や資料を提供していただき、共通認識を持っ

た上での話し合いというか、議論をすること

ができるような姿勢を持っていただきたいと

考えるところでございますが、いかがでしょ

うか。 

また、職員との関係でございますが、職員

の意欲的なアイデアの採用など、このことに

より取り組むとされておりますけれども、職

制の中でのリーダーシップは当然必要なこと

であると考えております。しかし、市長が就

任して短い期間ということもあろうかと思い

ますけれども、私は、実際に市の幹部職員か

ら、「うちの所属職員から聞かれたんだけれど

も、「市長が変わった、この事で自分たちは何

か考え方を変えなければいけないのか」と聞

かれた。」。その幹部職員は、「なかなか明確な

説明、指示ができない。戸惑っている。」。こ

んな声も聞いております。 

短い期間ですから、なかなか共通認識が一

致するというのは、これからの話だと思いま

すけれども、是非とも民主的なリーダーシッ

プによる髙橋カラーをお示しいただき、職員

は市長の意を受けて行政事務に当たっている

わけですから、基本的な考え方を職員と共有

できる環境をつくることが大切ではないかと

考えております。その辺、髙橋市長はどのよ

うにお考えか、お聞かせを願いたいと思いま

す。 

あわせて、職制の中では、職員の現場から

の声は、法令に基づく手続でしっかり受けと

められるものと考えておりますけれども、非

常勤職員を合わせ５００名を超す市の職員で

はありますが、市長は是非、人と人としての

交流の中で、相互に信頼関係を築くことにつ

いて大切さを感じる、このことについてどの

ようにお考えになるのか、市長のお考えをお

聞かせください。 

次に、グループ制の現状と非常勤の配置に

ついてお聞きいたします。実態といたしまし

ては、グループ構成に当たりましては、非常

勤職員の存在を無視することが出来ない現状

ではないかと思います。従いまして、労働条

件の改善が、実際にご苦労されておる、現場

で常勤職員嘱託としての頑張りに対して、労

働条件の改善、そして、雇用不安を、どう使

用者として受けとめ、これからの職員の生活

を守っていくのか。この辺も含めて、非常勤

職員の配置基準、これは正規職員の配置基準

にも共通する部分でございますが、出来るだ

け分かりやすく明確にするお考えはないのか、

お伺いをいたしたいと思います。 

以上で、私からの再質問とさせていただき

ます。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君 倉本議員の質問にお答え

いたします。 

初めに、市民の皆さんと正面から向き合う

などについてでありますが、今後予定の自治

組織代表者会議やまちづくり懇談会等で、具



- 69 - 

体的なわかりやすい説明や資料提供をし、共

通認識を持った中で話し合いをしてまいりた

いと考えております。 

次に、市政執行に当たっての職員との関係

についてでありますが、私の考えている元気

な人づくり、元気なまちづくりなど、まちづ

くりの基本的な考え方について共有し、市役

所の組織全体がそれに向かって最大限、力を

発揮できる体制を作ることが大切であると考

えております。このため、今後設置の経営会

議において情報の共有を図りながら、横断的

な議論を行い、課題解決に向けた検討などを

通じて、私の考え方を職員に明確に伝えてま

いります。 

また、職員との信頼関係を築くことの重要

性はご指摘のとおりと考えておりますので、

その点については私自身、十分配慮してまい

りたいと考えております。 

次に、非常勤の配置についてでありますが、

本市のグループ制においては、非常勤職員は

いずれかのグループに属することとなります。

そのため、非常勤職員は基本的にグループ内

の一般職の職員では対応できない専門的な業

務への対応が必要な場合に配置しており、グ

ループ内の業務を専門的に補完する役割を担

っております。今後もこのような考え方に基

づき、職員配置を行い、公務の執行を円滑に

進めてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

●議長内馬場克康君 １番倉本賢議員。 

●１番倉本賢議員 冒頭ですね、市長が表現

された、「地方自治法の本旨」を発言されてな

いということで、私の聞き間違いということ

で、よろしいでしょうか。 

●議長内馬場克康君 市長。 

●市長髙橋幹夫君 大変申し訳ございません。

先ほどの、「地方自治法の本旨について」とい

う表現でございますけども、「地方自治の本旨

について」の間違いでございます。 

単純に私の読み違えということでご理解を

いただきたいと思います。 

よろしくお願いします。 

●議長内馬場克康君 以上で一般質問を終わ

ります。 

 

●議長内馬場克康君 これをもって、本日の

日程は全部終了いたしました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

 

午前１１時５５分 散会 
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